アベノミクスと雇用改革 : 「ブラック企業」問題からワークライフバランスまで (経済研究所主催公開講演会) by 首藤 若菜 et al.
本日は, ｢アベノミクスと雇用改革｣ と題しまして, 今, 日本の労働現場, 雇用の場でどの
ようなことが問題となっているのか, また, それを改革していくために, どのようなことが議
論されているのかということを考えるのが, この講演会の主旨となります｡ 私からは, まず,
３名の先生方の議論の前提となるようなお話を短時間させていただきます｡
まず, アベノミクスといいますと, いわゆる ｢三本の矢｣ が有名ですけれども, その３番目
成長戦略というものがあります｡ その成長戦略の中に雇用労働分野の制度改革という項目が重
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通常, 日本の労働政策というのは, 労働政策審議会というところで議論され, そこで決定さ
れるという流れになっています｡ これは今日でも日本において非常に大事な特色です｡ この労
働政策審議会というのは, 公益の代表と労働側と使用者側の三者構成になっております｡ しか








ときに, 政労使協議というものをやっています｡ こうした点を, まず注意して見ていきたいと
考えております｡















は, ブルーカラーのホワイトカラー化現象というものがあります｡ しかし, 今日, 多くの人々
が注目しているのは, 日本型雇用慣行の ｢罪｣ の部分だと思います｡ その最も指摘されるのが,
正社員の安定した雇用に対して, 非正社員の多くは, 有期雇用という期間の定めのある雇用形
態で働いていますし, 賃金は年功賃金とは全く無縁で, 生涯にわたって低賃金で働くというよ
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うなケースも非常に多いです｡ 能力開発の機会にもなかなか恵まれないというような状況があ

















たのかという点についてもご提言をされています｡ 今野先生は,      という, 若者の労働
相談を行います   法人の代表を務めていらっしゃいます｡     年に刊行されました 『ブラ
ック企業』 という新書は非常に売れていると思います｡ ブラック企業の実態を明らかにし, 世







から ｢労働移動支援型へ｣ というキャッチフレーズが使われています｡ これは,     年６月に




って ｢おまけ｣ が１つついてきました｡ ｢女性の活躍促進｣ というものです｡
多様な正社員, つまりジョブ型ないし限定正社員の構想についていうと, この構想のもとに
なる規制改革会議の雇用ワーキンググループは, 無限定正社員と限定正社員との相互転換の保
障が必要と提案していました｡ それから, 両者の均衡処遇も提案されています｡ これが産業競
争力会議にあがり, 厚生労働省の労政審に来ると, 均衡処遇は置き去りになっている｡ 勤務先
の同僚である労働法学者の水町勇一郎さんが, 規制改革会議の雇用ワーキンググループの主要
メンバーで, お話を聞く機会がありました｡ 均衡・均等が置き去りになってしまう, というお
話でした｡ ホワイトカラー・エグゼンプション (  ) についても, 労働時間の上限規制など
と ｢三位一体｣ を提案しましたが,   のみ職種・年収限定という形で先行していることに,
違和感があるようです｡
｢おまけ｣ の女性の活躍推進法案は, いきなり出てきました｡ アベノミクスの雇用関係の改
革はあまり評判がよくないので, ポジティブな改革もやらなければ, ということでしょう｡ 官
邸から厚生労働省に対して,     年の通常国会ではなく,     年秋の臨時国会に出したいから,
急げ急げと, 非常に異例の審議をやって, 法案は出ました｡ しかし衆議院が解散され, これは
廃案になりました｡ やはり口先だけではないかという疑念が残ります｡
さて, こうした働き方改革について, 社会政策を研究してきた立場から, いくつか疑問があ
ります｡ 一体, ｢行き過ぎた雇用維持型｣ とは何のことなのか｡ 日本再興戦略を見ると   
(                       ) があります｡ フルタイム雇用者の転職入職率をインディケ
ーターとして使うとしています｡ でも, 本当に ｢行き過ぎた雇用維持型｣ なのでしょうか｡ 正
社員の解雇からの保護の法制が強すぎるという意味なら, すぐ後にデータをお示しするように,
当たっていません｡ また, 労働市場の流動化は, 実際には非正規化が進むという形でどんどん
進行してきました｡ 小泉政権と第二次安倍政権で非正規化が加速しています｡ この帰結は, 賃
金低下になってあらわれています｡ それから, ｢失業なき労働移動｣ を掲げていて, その   




それから, 会社を辞めたり移ったりすると, 職域年金はポータブルではないので, 三階部分と
言われる厚生年金基金が必ずついてくるわけではありません｡ それ以外にも, 転職によって年
金制度のすき間に落ちる恐れが十分あります｡ つまり, 日本の社会保険制度には, ｢段差があ
る縦割り｣ の構造がとられている｡
図１は    の雇用保護指標です｡ 縦軸が正規契約の解雇からの保護の強固さで, 横軸が
有期雇用の規制の強固さです｡     年の指標改訂後は, 日本の雇用保護の法制の強さは, アメ
リカとカナダを除くアングロサクソン諸国と非常に近いところにあります｡ つまり, そもそも













安倍政権はスタートダッシュはしたのですが, すぐに失速したことがわかります｡   成長への寄与度を需要項目別に見ると,     年代の半ばくらいは, 家計消費が全く振
るわなくて, ほとんど純輸出で成長を稼いでいました｡ しかし図４に見られるように,     年
頃に潮目が変わり, 輸出が成長をけん引できない状況になりました｡ 成長にとって民間最終消
費が頼りという経済構造に, 再びなってきているということです｡
｢失業なき労働移動｣ と言っても, ６カ月未満の失業は織り込み済みです｡ そのとき, 失業
アベノミクスと雇用改革    
(出所)     雇用保護ウェブサイトのデータより作成
図１ OECD雇用保護指標 2013年改訂後 (1990, 2000, 04, 13年)
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(出所) 労働力調査詳細集計より作成
図２ 雇用の非正規化 非正規の職員・従業員の比率の推移, 性別, 年齢階級別
(出所)                            より作成
図３ １人当たり雇用者報酬の伸び, 民間部門, 1995年＝100
者が失業給付を受けられる確率はどうなのかが問題です｡    のデータで, 主要国と比べる
と, 日本では失業しても給付が受けられないことが歴然としています｡ アメリカ, カナダ, イ
ギリスなどの自由市場経済の国と比べても, 失業給付を受けられない失業者が多い｡ 失業者の  ％くらいしか受けていないというのは, 最近に始まったことではなく, この  年以上はそう
いう状態です｡
労働移動を促進するというならば, それも何とかしなければいけないのですね｡ 日本の失業
保険制度というのは, 最長給付期間が   日, 特例はあるにしても, １年以上受けられる人は
制度的にほぼいないと言っていいです｡ それだけではなくて, 本当は会社都合で辞めさせられ
た人が, 自己都合扱いになるケースが多いので, そうすると   日になってしまいます｡ これ
が失業者の中で失業給付を受けている人が少ないということと関連しています｡
図５は  代の人の年金加入状況の推移を見ています｡ 傾向として言えるのは, 第１号被保険
者の構成比が増えている｡ それから, 女性の第３号の構成比が明らかに減っている｡ 男性で第
２号が減れば, 女性で３号でいられる人も減るということです｡ 年金制度で最も有利で安定し
た給付が受けられるのは厚生年金 (第２号) ですが, この２号に若い人がなりにくくなってい











利費 (事業主の社会保障負担) は, 小企業ほど重く, 大企業ほど軽いです｡ これは, 大企業で
は法定外福利費を潤沢に出しているという側面と, 厚生年金保険料の標準報酬最高限が  万円
で据え置かれているということの結果です｡ 年収を  で割った月収換算で  万円以上の所得に
は, 社会保険料が一切かかりません｡ それで, 総報酬の高い人ほど社会保険料負担の率が低く
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ときに,    法人     という団体を立ち上げました｡ それ以来, 若い方からの労働相談
を受けるという取り組みをしております｡
今年の労働相談は, 年間    件弱というペースになっています｡ 本日は, その労働相談を
受ける中で見えてきた, ｢ブラック企業｣ の問題をお話しします｡ 私は, 大学のキャリアセン
ターやキャリアデザイン論で講義をさせていただく機会があるのですが, 学生さんはどの会社
が ｢黒｣ でどこが ｢白｣ なのか, リストがほしいと, やはりどうしてもそういう目線になって
しまいます｡ あるいは, ｢ハウツー｣ 的な関心でどういう基準で ｢ブラック｣ なのか教えてほ
しがります｡ こういうふうになりがちなのですけれども, 完全な指標があるような類の問題で
はなくて, これは社会構造の中で出てきた現象, 社会構造の変化を背景として出てきた言葉で




て, 政策的にも非正社員の正社員化ということが, 重大なテーマになってきましたが, 実はこ
の正社員になった方々の離職率が高止まりをしている｡ 一方,   業界では, 昔から ｢  歳定
年｣ というような言葉があり, 雇用環境が厳しいことで知られています｡ また, 新しい技術を
身につける際に, 会社の方で   の訓練をする機会が乏しいとも指摘されています｡ このよ
うに, 正社員の雇用が変容してきた｡ それを背景として離職率が高い, あるいは, 働き続ける
ことができない｡ そういう現象が広がり, それを ｢ブラック｣ と呼ぶ方が出てきたということ
が背景にありました｡
正社員であれば, 終身雇用, 年功賃金であるというある種の思い込みというか, 社会通念が
ございます｡ 先ほど首藤先生もお話しされておりましたけれども, この ｢正社員｣ という制度
には, 実は労働法に定義があるとかいうものでは全くないのですね｡ 総務省の統計では, 正社
員をどのように定義づけているかといいますと, 正規雇用は, その企業の中での呼称なのです
ね｡ つまり, ｢正社員｣ と呼んでいたら正社員になるわけです｡ ですから, 長期雇用慣行や年
功賃金, そういうことが正社員だということは, 法律上の義務ではないわけです｡ このため,
｢正社員｣ だと言いながら, 社会通念と異なる正社員がどんどん出てきてしまっている｡ しか
し, その呼称だけで見てしまっていたために, 社会がそれにまったく気づかないということが
起きてきたわけです｡




は若者の意識の問題と捉えられていました｡ 代表的なのは, ｢新型うつ｣ が広がり, あるいは
パワーハラスメントの労働相談が増えたといったときの, メディアでの若者の受けとめ方です｡
当初は専ら若者の意識が変わったという解説をしておりました｡ ですから, なぜ離職率が高い
のかとか, うつ病の方が増えているのか｡ こういうことが理解できなかった｡ 正社員であれば,
頑張れば何とかなるのではないか｡ こうした認識に立っていたわけであります｡ しかし, 繰り
返しになりますが, ｢新しい正社員｣ とでもいうべき雇用類型が, 特に新興業界に興隆してき
ていたのです｡
実は, ３年以内離職率は業界によって全く違います｡ 従来型の製造業などを中心にした業界
ですと, 離職率は１割程度に過ぎないのですね｡ ところが, 介護関係や小売, 外食というとこ




具体的な話に入りますが, 私は, ｢ブラック企業｣ と呼ばれる企業の労務管理のあり方, そ
して離職せざるを得なくなっていくような現象には, 大きく分けて２つの類型があると思って
います｡ １つは, ｢選別型｣ と名付けているものです｡ 最も典型的な企業は, ある大手  企
業です｡     人程度の企業で, １部上場の企業でした｡ かなり利益を出しているということ
で, 業界でも評判の企業だったようなのですが, こちらの会社からは,   人以上の方が次々に
相談にいらっしゃいました｡ 私たちのところに労働相談に来る方はほとんどそうなのですが,
最初から裁判をしたいとか, 団体交渉をしたいとか, そんな方はほとんどおりません｡ 大半の
方の主訴は ｢円満に辞めたい｣ なのですね｡ また, 自己都合退職の形式で離職票が出てきてし
まったがために, 雇用保険がもらえない｡ このため, 何とか ｢雇用保険をもらえないだろうか｣
という方が多数です｡
この企業のケースでも雇用保険の受給が主訴でしたが, 話を聞いていくと, 実は単に雇用保
険だけの問題ではないことが見えてきました｡ この会社は, 毎年   人以上採用し,    人以上
必ず辞めさせていたのです｡ ただ, それをやると当然, 違法ですから, 自分から辞めたという
書類形式をつくるために, いじめるわけです｡   業界というのは営業が顧客先で仕事を受注
し, そこにエンジニアを派遣するという形が多いわけですが, その人たちにまず仕事を一切与
えない｡ 本社の待機ルームに行くと, 叱責が待っているわけです｡ ｢おまえは何で働かないん
だ｡ 何でお前に給料を払わなきゃいけない｡ おまえは会社にとってコストでしかないんだぞ｡
分かっているのか｣ と｡ 働きたくても, 仕事を取ってくるのは営業の方なのだから, 本人はど
うにもならないですね｡ ここで多くの方がうつ病になって, 自己都合退職をされます｡ これで
辞めないこともあります｡ せっかく正社員になったのだと, 本人たちも頑張って残るわけです
ね｡ そうすると, 次には研修が待っています｡ ｢おまえはどこに行っても使えない｣, ｢落伍者
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だ｣ ということを散々言われる｡ これでまた多くの方がうつ病になって自己都合退職をされる｡
でも, それでも残っていると, 今度は, カウンセリングというのがあるのです｡ ｢おまえ, 大
学受験に失敗しているな｡ 何で受験なんかに失敗したんだ｡ それは, おまえがサボり癖のある
人間だからだろう｣, ｢そのとおりです｡ 私はこんなにくだらない人間ですから, 会社でも役に





それは全部, 計画的にやっております｣ と｡ 総務部では, このカウンセリングを ｢カウンセリ
ングアウト｣ と呼んでいるということでした｡
このような方法は, 実は, 特殊なものではありません｡ ｢ダメな社員の辞めさせ方｣ という
類の本には, 必ずと言っていいほど, この ｢いじめる技術｣ について書いてあります｡ 例えば,
労務本のサンプルとして, ここに向井蘭さんの本を出していますけれども, 自宅待機を命じる
と, 本人はだんだんと居づらくなってきて, 精神的にも落ち込んできて, 辞めるようになると
書いてあります｡ ｢うつにして辞めさせろ｣ とまでは書いていませんが, 現実にはそういうこ
とでしょう｡ 結局, 働けなくなるから, 辞めざるを得なくなる｡ ですから, 今, ｢ブラック企
業｣ と言われるところの会社は, 正社員として新規学卒を採ったとしても, ｢いつでもいじめ
て辞めさせることができる｣ ということを念頭に置いているということになります｡
それから, 選別型と呼んでいるものの２つ目の事例ですけれども, ある大手の会社では, 大
学卒の新入社員を半年間で店長にするとしていました｡ ３月１日に入社です｡ そして, その半
年間の間は朝７時に出社して研修を受け, そして, 店舗が開く  時から夜８時まで働き, そし
てその後さらに研修を受け, その上, マニュアルを暗記しろというのです｡ しかもそのマニュ
アルはコピーすることも持ちかえることもできず, 全て, 手書きで写さなければならない｡ 手
書きで写して終電で家に帰る｡ 帰った後, これを暗記するわけですね｡ そしてまた７時に出社
をする｡ これを繰り返している｡ その超長時間労働の中で, 多くの方がうつになって辞めざる
を得なくなっている｡ この会社は３年間で５割の方が辞める｡ とにかく半年で店長にならなけ
ればならない｡ もちろんここで, 半年で店長にならなければクビだとは言わないのです｡ しか
し同時に, ｢上を目指さなければいる意味がないよね｣, こういうことをずっと言われ続けるそ
うです｡ それで, 半年でだめだったら, もう半年後にまたテストを受ける｡ ２年間で４回受け
て全部だめだと, 新入社員以下の社員に降格処分になるのですね｡ そこでも別に解雇だとは言
われない｡ けれども, いられなくなっていくということです｡
次に, ３つ目の企業｡ これは, ある気象予報の大手の会社です｡ こちらの会社では, 新入社
員にこういうふうに言うわけです｡ ｢我が社には半年間の予選制度がある｡ この予選をクリア
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できなかったら, クビになることがありますよ｣ と｡ しかもその予選期間は, 年俸制で月  万
円｡ いくら残業しても１円も出ませんよと言われるのです｡ その選別競争に勝ち抜くために,
皆さん必死に働きますよね｡ 労働基準監督署の認定では, 多い方で月に   時間残業をしてい
た｡ 厚生労働省が認めている, いわゆる過労死ラインと呼ばれる水準は, 月に  時間の残業で
す｡ その３倍も残業していたわけですね｡ そして, 超長時間残業をして, その半年後に ｢おま
え, 予選落ち｣ と言われて, 自殺するという事件が起きています｡ これはもうニュース等で大
きく報道されております｡ ただ, これは先ほどの話と ｢ちょっと違うな｣ と思われるかもしれ
ません｡ 解雇で辞めさせることは違法になるはずですが, この会社では正面から違法行為をし
ています｡ 実は, この手法も非常に広く広がっています｡ ある労務管理の本などには, 若い人
を違法に辞めさせるのか, それともちゃんと退職勧奨をしてプレミア退職金をつけて辞めさせ
るのか｡ どちらがいいですかという質問に対して, 弁護士がこう答えています｡ ｢   人辞めさ
せたいなら,    人違法に解雇するのがベストです｣｡ なぜか｡    人違法に解雇したとしても,
裁判で争うのは１人か２人｡ その方に手切れ金を払えば済む｡ ですから, いくらでも正面から
解雇するということも, 実はもう効率的な解雇手段として世の中に広がっているということで
す｡




したがって, 過労死ラインまで働いて初めて ｢基本月給｣ なのです｡   時間働かなければどん
どん下がっていって, 本当の基本給は  万円ぐらいなのですね｡ そして, １時間当たりの時給
はぴったり最低賃金です｡ この会社では, そのような働き方をしていた方が, 過労死で亡くな
ったのですね｡   歳です｡ 心臓発作で亡くなってしましました｡ これは当然, 労働災害である
と認定されましたが, その後, 遺族が裁判を起こしたところ, 会社が争って, 最高裁までもつ
れました｡ 最高裁でも, これは会社の労務管理に過労死の原因があるということになりました｡
しかし, 実はその  時間込みという労務管理は, その裁判の後も会社はやめなかったのですね｡
なぜでしょうか｡ 違法ではないからです｡ この残業代込みの月給というものは, 今でもこの世
の中に大変氾濫しています｡ さらに, 募集をかけるときに, うその内容を書いていることも取
り締まられていないのです｡ 実はそこに対する実効的な規制は一切ないからです｡ とはいえ,
入社後には本当の労働条件を示さなければなりません｡ ですが, 内定がそこしかなかった学生
は, 内定式・本採用のときに, ｢実は  時間込みですよ｣ と契約書が出てきたときに, ｢いや,
私はサインしません｣ と言えるか｡ 言えません｡ これも, 採用の ｢技術｣ なのですね｡
このように, 今, 正社員といっても選別をされる｡ あるいは, １年や２年で体を壊すような
労務管理が敷かれて, しかもそれが戦略的に, 法律上の問題に抵触してこないようにうまく組
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み上げられてしまっています｡
次に, このようなブラック企業に対し, 私たちが持つべき ｢考え方｣ についてお話しします｡
｢ブラック企業｣ は, ただひどい企業だとか, ただ違法なことをしている企業だと考えられが
ちなのですが, 実はそうではありません｡ 従来の日本型雇用は, 高度な指揮命令権限と能力開
発が組み合わされている, 一つのシステムでした｡ ｢ブラック企業｣ は, この雇用システムに
対する社会の信用を悪用しています｡ 終身雇用・年功賃金でもないのに, この高度な指揮命令
権限だけが残存してしまっているのです｡ ブラック企業は, 能力開発型の雇用システムに適し
ていません｡ というのは, サービス業における店長とか, 小売業, 介護の方は, 職種限定社員
なわけです｡ 職種が限定されているために, 能力開発の余地が限られている｡ どんなに残業を
長時間こなしたとしても, それで能力開発がされて給料が上がっていくとか, そういう話では













いてしまっています｡ もちろん, ｢頑張って報われる企業｣ であっても, 昔から過労死などの
弊害を生み出してしまうなどの問題は抱えています｡ しかし, ｢頑張って報われ, 能力が開発
される｣ というような企業と, ブラック企業とでは決定的な違いがあります｡ ブラック企業で
は, そもそも頑張っても意味がないのですね｡ 頑張る価値がないどころか, 頑張ると自分自身
の首を締めてしまうという恐ろしい現象なわけです｡
このようなことが広がってくると, 大きな社会的弊害を引き起こします｡ うつ病の蔓延と医
療費の増加です｡ フルタイムで元気に働いていた若年者が, 病気にかかるか, あるいはけがを
した場合に給付されるのが傷病手当金です｡ この割合のほとんどが精神疾患であるということ
です｡ 時系列でみると, ものすごい勢いで増加をしています｡ もちろん, ｢病気になるまで働
かせる｣ という行為も, 個別企業としての合理性はあるわけです｡ あるいは, 必ずしも違法な
ことをしているというわけでもありません｡ ですが, このような労務管理が広がっていくと,
アベノミクスと雇用改革    
日本社会は成り立たちません｡ さらに言うと, 少子化や市場の縮小, あるいは労使関係の信頼
を喪失していき, 労働生産性やモチベーションの低下ということにもつながってまいります｡








するしたたかさが必要です｡ ただ, ｢見分ける｣ ことには限界があるので, 入った後は, これ




皆さん, こんばんは｡ 一橋大学経済研究所の神林と申します｡ 今の非常に熱い現場の話から
は, ちょっと離れます｡ 私は経済研究所というところにおりまして, 普段は学部の学生さんと
やり取りをすることはありません｡ こういう場で話をすることに慣れていないのですけれども,
できるだけ簡単に私なりの問題提起をしてみたいと思います｡
１つは, 大沢さんのお話の中にもありましたように, 今, 基本的に政府や偉い人たちが言っ
ていることは, 日本が従来持ってきた雇用のあり方は行き過ぎた雇用維持型であり壊れてきて
いる｡ だから変えなければいけない, ということです｡ 新聞紙上, 特に日経新聞を中心にして,
キャンペーンが張られており, 多くの人たちが, そう認識をしているわけなのですけれども,
私は数年来, この日本的な雇用慣行は, 実際に廃れたのかどうかということを, 統計を使って
いろいろ確かめてまいりました｡ 例えば, 職場の中のコアと目されるような人たちが, 長期勤
続を失ってきているのだろうかといったことです｡
この図６は,   歳から  歳の労働者が, その後  年間, 同じ企業に勤める確率を計算したも
のです｡    年の段階で  歳から  歳, かつ, その時点で既にその職場に勤続５年以上いた人を示し
たのが上側の線です｡   歳から  歳で勤続５年ですので, 大卒新卒で入った人はもちろん入っ




す｡ そういう労働者がもう  年勤め続ける確率が  ％ぐらいということになります｡ つまり,  歳から  歳の時点で既にその会社に５年以上勤めていれば, その後,   歳から  歳までずっ
とその会社に勤めるのは,   人中７人という数字です｡ これを時系列で見ますと,     年から  年間でみても, 傾向としては結構一定だというのが分かります｡ これと全く同じ手法をアメ
リカに当てはめると, 日本のほうがこの残存率は高く, 長期勤続が尊重されていることがわか




日本の近年の特徴は, 実は勤続０年から４年, いわゆる中途採用の人たちにあります｡ 中途







図６ 30～34歳の10年残存率の日米比較 (勤続５年以上, 勤続０～４年の年齢階層別全被用者)
結局, この２つを総合すると, 日本的雇用慣行のコアの部分はそう大きく変わってるわけで
はないということなのです｡
そうは言っても, コアと呼ばれる人たちは, そんなに数はいないのではないかと, すぐに思
いつかれるかと思います｡ 実際のところ, 非正規社員がどんどん増えているし, 今野さんのお
話にありましたように, ブラック企業などという言葉も流行ってきているし, それを次に確か
めてみようと考えます｡ これは, 労働力調査と呼ばれる調査から作った図です (図７)｡
非正規雇用の人たちが, 雇用者に占める割合をとってみると,     年から一貫して上昇して
きて,     年前後のところで  ％を突き破っていることが分かります｡
ところが, 全く同じデータでで, 人口数で数えてみると, 正規の職員, 従業員と呼ばれる人
たちの数は    年代からほとんど変わっていません (図８)｡
もちろん非正規の職員, 従業員と呼ばれる人たちが, どんどん増えてきているのは間違いあ







す｡ むしろ, 自営業・家族従業者が,     年代から持続的にずっと減少してきており, この層
立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
図７ 非正規の職・従業員／被用者の割合 (『労働力調査特別調査』 『労働力調査特定調査』)
が実は非正規労働者と対応しているのです｡
そうすると, 日本的雇用慣行のコアは, 意外に残存しているのではないかともいえます｡ 非
正規雇用の増加の背景には, もちろん正規雇用の減少があるかもしれないということを考える
ことも必要なのですけれども, むしろ私が強調したいのは, 自営業の減少との関連を想定する
べきだろうということです｡ さらにいえば, ビジネスのほうから見ると, 実はあまりやってい
ることは変わらないのではないかというのが, 今, 研究中のテーマです｡ 例えば, たばこを売










私が    に勤めていたときに, こういう話をすると, ブラジルとか中国, メキシコとい
った国々の人から, ｢それはいわゆるインフォーマルセクター, 地下経済というのがちゃんと
アベノミクスと雇用改革    
図８ 就業者人口の変化 (『労働力調査』 『労働力調査特別調査』 『労働力調査特定調査』)
明るみに出て, フォーマルな労働市場になるのだからいいことではないか｣ というようなコメ
ントが来ました｡ 本来, 労働市場が拡大するという意味では望ましいことなのですが, 日本の
場合, 労働市場化が, なぜブラック企業を生み出してしまったのかという点を考えなければい
けないと思います｡
日本の労働市場, あるいは, 労働法は, 労使自治, 私的自治に過度に依存している傾向があ
ろうかと思います｡ この関連で今日強調するべきは, 恐らく政府や法律の持つ規制力は, 結構
弱いということだろうと思います｡ この労使自治とか私的自治という原則は, 労使で合意をす




あのインデックスを改正していて, その舞台裏はよく知っているのですけれども, 結局, 日本
では労使合意さえすれば, 何でもできてしまうのですね｡ 法律で解雇してはいけません, など
ということは一切書いていないのです｡ これからの労働市場を考えるときには, この労使合意
に対して, 第三者がどこまで口を出すかについて, 考える必要があるだろうと思います｡ その
手段としては, 幾つか既に俎上に上がっていると思いますが, 例えば, 従業員代表制とか, 産
別組合の強化, あるいは, 政府, 法律による直接の介入といったようなことが考えられている
わけですけれども, どれもこれも実は微妙に外部の範囲というのが異なっています｡ この, 労
使自治の外部の役割というのをどれだけ重く見るか, あるいは, うまく働かせるかということ
が, これからの労働市場の鍵になるだろうと思うわけです｡ 正直に言うと, 私自身はかなり悲





佐々木 早速ですが, 核心的な問題に入っていきたいと思います｡ まず, 現在の日本型雇用の
現状をどう認識するかということで, 今野先生のほうより, ブラック企業問題に見られるよう
な正社員の劣化の問題について, ご報告がありました｡ 他方, 神林先生からは, とはいえ, 日
本型雇用というのは, 意外と変化していないというご報告がありました｡ そう見えるのだけれ
ども, それはむしろ自営業者の減少というのが非常に大きく影響しているというお話でした｡
そしてまた, 大沢先生から, 解雇規制が強いという意見があるが, これは現実を見てみると,






今野 現状認識につきまして, 神林先生のお話が非常に刺激的でした｡ 自営業者のところが雇
用労働化をして, そこに非正規雇用の増加の原因と, ブラック企業のようなものが現れてくる
という関係があるのではないかというお話ですね｡ そこのところは, 日本型雇用ではないよう
な, 多分, 新しいものが生成をしていて, 私はさらに, その日本型雇用そのものも変質してき
ていると思うのです｡   企業や, 外食, 介護, 小売, 保育は, もちろんかつてから業界とし
てはゼロではなかったわけなのですが, やはり新興の企業が多く, そこには新しい労務管理の








程のあり方は, 極めてマニュアル化が進んでいるわけです｡ そうすると, 自分で判断している
領域というのは, 実は結構, 少ないのです｡ 人を採用するとか, どこに何を陳列するとか, あ






状で, どちらかというと, 後者が優先されているのです｡ それは, 経営者だったらみんな知っ
ている｡ なので, 介護とか外食,   企業で, どの法規範を想定するかというと, 後者です｡
今, 今野さんがお話ししている労働法は, いわば理想的な労働法で, どちらかというと前者で












おっしゃった, 自営業者のところから出てきて, 非正規とか, ブラック企業型にならざるを得




とまで, 今の議論の中には含まれていたのかなと思います｡ だからこそ, むしろ直律的な法規
制が重要になります｡




裏が分かったので, 大変ハッピーな気持ちであります｡ 念のため申し上げますと, あのインデ
ックスは法制度なのであって, それがどのように運用されて効果をもたらしているかというこ









そして, 労使自治の話なのですけれども, これも非常に納得して聞いておりました｡ あくま






今野 私の報告に関連させて, 今, 自営業者のところから現れた雇用類型に関心も集まってお





ろうと思うのです｡ まず, 労働組合がほとんど存在しないということも当然あります｡ さらに,
先程も申し上げたように, 労基法という国家の直接的規制の役割が大きいのではないかという
ことです｡ そして, もっと難しい大事な論点というのは, 企業別に労使関係をつくるべきだ,
あるいは, 企業の中の従業員代表制というものをつくるべきだということが, 妥当な職種, あ
るいは企業の労働形態であるのかということです｡
政府の多様な正社員構想の中に ｢ジョブ型限定正社員の労務提供｣ とありますが, 政府のイ
メージしたものは, ジョブ型正社員とか, 限定労務提供というのを, 企業内労使関係の中に位
置づけているのです｡ ですから, 相互転換というのは, 社内のステップアップという話になる
のですね｡ つまり, 企業の中でのあるカテゴリとしての限定社員とかジョブ型社員という話に
なると, これは実は今までの無限定型の働き方を, 結局, 受容しないと上がれないという話な
ので, あまり意味のない話になるわけです｡ 一方で, 新しい雇用類型のところで考えていくと,
こういう話にはもうなり得ないので, そこでは, この職種はどのような労務管理が妥当なのか






神林 何と答えればいいのか, よく分からないのですけれども, ジョブ型正社員に関しては,
今野さんの話に私は全く同感です｡ これは前に厚生労働省の研究会に出て報告に書いたことで








ていて, それは形容矛盾だと私は考えています｡ なので, １つの会社の中でジョブ型と正社員
を乗り替えるようにするというのは, やはりそれはロジカルに言って無理だというのが私の考
え方です｡




てきている｡ なので, 日本はいわば逆方向｡ １周遅れて先頭に立っていると僕はいつもヨーロ
ッパで言うのですけれども｡
佐々木 それでは, 時間もだいぶ押してまいりましたので, フロアからの質疑応答に移ってい
きたいと思います｡ これまでの議論を踏まえまして, 講師の先生方にご質問がある方は挙手を
お願いいたします｡
質問 本日はありがとうございました｡ 非正規の雇用の割合は現状増えていて, これからも増
えていくかと思います｡ それでも労使の関係として, 雇用の仕組みを保っていくということが
可能なのか, 先生方はどのようにお考えなのかということをお聞かせいただければと思います｡
今野 ブラック企業のようなものが広がっていくと, 今の労働社会のあり方は, 持続可能では




けですけれども, それを真ん中ぐらいの世代が, 上も下も支えながら, 人口ピラミッドの回復
をやらなくてはいけないという状況になってきているわけで, 今のような労働環境が続いてい
くと, そのツケがさらに大きくなっていくのだと思っています｡
神林 私は, 実はフィフティフィフティです｡ 今までに非正規雇用を, 日本的雇用慣行の中に







になってしまう｡ ということは, 法律の出番か, 政府の出番ということになるのではないかな
と思います｡ どちらのシナリオになるかは, ちょっとわかりません｡




り方で, 企業別の組織形態を誘導したのです｡ それ以前の日本の労働者は, 労働組合たるもの,
企業横断的でなければ労働組合ではないというのが常識だったわけですし, 経営者もそう思っ
ていたわけです｡ そうした歴史的な経緯を経て今のかたちになっているので, この点を, 労働
組合の方には考えていただきたいと１つは思っています｡
それから, 今野さんがいみじくもおっしゃった, このままブラックとか非正規化を放置して








のは, １人生むかどうか, ２人目を生むかどうかという判断を左右しますが, もう入り口の結
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